






5 液状化一流動化対策の考え方

液状化は以下の3条件が重なる場合に起こると言われていますへ

①緩詰まりの粘土分を含まない砂層である。②地下水位が浅い。③比較的大きな地震の揺れがある。

それでは液状化を防ぐにはどうすればよいでしょうか?この3条件のうちの1つの条件を克服すれば良いわけです。③の

地震動については現在は克服不可能といえます。①については地層に強い力を加えて締め固める方法、セメントミルクなど

を注入し粒子同士を接着させる方法があります。ただし、この場合地下水の流動障害を起こしやすいので、何らかの地下水流

動を確保する必要があります。さもないと、地 F水疏動の上流側の水位が上がり液状化しやすくなります。②については、地

下水位をあらかじめ下げてしまう方法と、地下;j(位が上昇する時に地表面まで達しないようにバイパスを作って排水させる

方法とがあります。ただしこの方法は、地下水流動が遅い粗粒シルト層などには不向きです。研究室でも東京大学と民間企業

との共同研究でヘチマドレーン工法を開発しております。対策を行なう深度は、これまでの研究室での調査から液状化一流

動化は人工地層内にみられるので、人自不整合(人工地層と自然地層との境界面)よりも上位と考えられます。なお、 1964年

新潟地震の際には古くは江戸時代の地層までが液状化したこと6)が明らかとなっておりますので、地質コンサルタントに調

べてもらい対策を行なうのがよいでしょう。一方、流動化に起因する側方流動を防ぐ工法等も開発されておりますが、これらは

液状化に伴う現象なので、液状化を防ぐことがまず重要といえます。

6 液状化のプラス画一 1995年阪神大震災で発見

阪神淡路大震災の際には、旧海岸線上に作られた大きな通りを境

に被害状況が大きく変わっているところがありました。通りの内陸

劇は沖積低地で軟らかい粘土層が厚く液状化一流動化は起乙らず

強く揺れ、多くの家屋が倒嬢し多数の)jが死亡しました。しかし、通

りの海側は砂の埋立地のため液状化一流動化現象により多くの戸

建て住宅は傾き沈降しましたが、建屋は揺れで壊れることはありま 写真7 阪神ー淡路大震の際の戸建て住宅の被害の違いロ
右は沖積低地、左は埋立地

せんでした。地震波のS波によって構造物が破壊します。しかし、S

波は液体中をほとんど伝わらず、地震時の初期に液状化した埋立地では、地層が液体と同様の物性となり、建屋に揺れの被害

がみられなかったと推定されます7)。今回の地震でも同様な現象の証言を複数得ております。今後は、このような液状化によ

る地震動の減衰作用を利用することが重要と思われますG

7 今後の復旧・復興と大地の継続的利用に向けて

(1)液状化一流動化対策ライフラインや護岸などの液状化予防対策がまず重要と考えられます。また、地質構成が複雑な東

京湾岸埋立地での対策は、ドレーン工法が適する場合が多いと考えられます。セメント固化などのような難透水性の地盤改

良などは、地下水の流動障害が起こりやすく、地下水流動を考慮した対策が重要です九また、被害対策は上地の利用形態、被

害状況、地質環境を考慮し、液状化による地震動の減衰効果も活用し、場合によっては利用形態の変更も視野に入れ、対象地

に合わせた多様な方法を考える必要があります。

(2)地下水の重要性:上水道が寸断した地域の自治会の中には、日常的に利用している井戸により上水を確保したところもあ

りました。防災井戸は設置するだけでなく、維持管理のため日常的な利用と地下水位・地下水質のモニターが重要です。

(3)地盤の沈下過去の液状化一流動化被害調査では、地震直後に大きく沈下が起こり、その後数カ月かけて数cm~数十cm

の沈下が進んだ例が多くみられています。また、埋設管の繋ぎ目や護岸の繋ぎ目から砂が流出し、陥没が起こっている例があ

ります。地表のたわみなどの観察も重要となります。

(4)災害教育:地質災害を取り扱う分野は、理科の地学分野です。その中で地震時に地質災害が生じる人工地層・沖積層・新生

代層といった地層や地下水に関すること、地盤の沈下・斜面崩壊・地質汚染などの予防・修復や地質環境(大地)の持続的な利

用を取り扱う必要があります。(地質環境研究室:風間修)
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編集後記

今回は、 3月11日の地震により、発生した液状化についてセンターにおける調査結果を紹介いたしました。専門

用語が多く、わかりにくい点もあるかとは思いますが、出来るだけ正礁な情報をお伝えしようと、今回はわかりやす

さより、正確性を重要視し、専門用語を多く残しました。本ニユースの内容については、地質環境研究室までお問い
合わせください。
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